
1. 継続事業の前提に関する注記
　 継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

2. 重要な会計方針

(1） 有価証券の評価基準及び評価方法
　 期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産　　　

定額法によっている。
② 無形固定資産（ソフトウェア）　　

定額法によっている。
③ リース資産

　・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし残存価格を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準
　・退職給付引当金　　　

職員の退職給付に備えるため、自己都合による期末要支給額の１００％を計上している。

(4) 消費税等の会計処理
 　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっている。

3. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
 　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）　

基本財産
　 土地 宅地1857.24㎡

特定資産
 　建物
 　什器備品
 　職員退職給付引当資産
　 愛知県国民健康保険団体連合会積立金
 　国保会館整備等積立金
 　国保高齢者医療制度円滑導入基金
　 減価償却引当資産
 　財政調整基金積立資産
 　ソフトウェア

4. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
 　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）　

基本財産
　 土地 宅地1857.24㎡

特定資産
 　建物

 　国保会館（北館）
 　国保会館（南館）

 　職員退職給付引当資産
　 愛知県国民健康保険団体連合会積立金
 　国保会館整備等積立金
 　国保高齢者医療制度円滑導入基金
　 減価償却引当資産
 　財政調整基金積立資産
 　什器備品
 　ソフトウェア

1,282,706,512

0

172,443,265

5,487,802

58,106,405

84,319,000
3,166,430,289

0
0

895,783

172,443,265

（うち負債に対応する
額）

3,863,663
1,682,662,333

0 1,003,772,445

1,380,277,500

153,400,000

0

866,042

1,380,277,500
302,384,833

0

（うち指定正味
財産からの充当

額）

172,443,265

475,512,000

合　　　　　　　計
1,282,706,512小　　　　　　　計 46,418,797 7,772,125,067

1,003,772,445

42,555,134

0

218,862,062

1,436,603,000 0

9,101,250,376

482,657,000

0

0

1,282,706,512
0
0

0

1,282,706,512

0 1,003,772,445
0

7,772,125,0679,273,693,641

合　　　　　　　計

科　　　　　　　目

54,692,333

945,666,040

小　　　　　　　計 172,443,265

9,445,311,833
9,272,868,568

3,318,934,506

当期末残高当期増加額 当期減少額

1,296,740,512

小　　　　　　　計

1,740,090,333
1,624,1390

57,428,000

3,166,430,289

前期末残高

172,443,265

52 866,094

0

98,353,000

0

当期末残高

9,273,693,641

（うち一般正味財
産からの充当額）

0

3,863,663

1,020,702,240

172,443,265

3,166,430,289

172,443,265

1,282,706,512

0

小　　　　　　　計

1,436,603,000
0

42,555,134

科　　　　　　　目

平成２７年度　財務諸表に対する注記

12,137,199
1,192,320,4321,020,702,240
1,192,320,432

3,863,663

302,384,833

9,101,250,376

482,657,000

0 0
0 0

172,443,265

0

00

0
0

0
0

0
0

0

42,555,134
482,657,000 475,512,000 482,657,000

1,434,879,000 394,724,000 393,000,000 1,436,603,000



5. 担保に供している資産
 　該当なし。

6. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
 　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

　 特定資産　

建物
 　国保会館（北館）
　 国保会館（南館）

 　什器備品
　 ソフトウェア
　　　小　　　　　　計

その他の固定資産
 　建物附属設備
　 構築物
　 什器備品
 　ソフトウェア
　 リース資産

7. 保険債務等の偶発債務
 　該当なし。

8. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高
 　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金等の名称
 　国庫補助金 厚生労働大臣

9. 重要な後発事象
　 該当なし。

10. その他の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

　 該当なし。

949,900,000 302,384,833

当期末残高

927,604,620

3,134,775,054

30,833,774
232,541,280 189,986,146

531,6502,278,500

交付者

取得価額

224,362,560

1,366,008,906

補助金等の名称

合　　　　　計

建　 物　 計 2,871,400,000

科　　　　　目

1,921,500,000
647,515,167
541,222,500

貸借対照表上
の記載区分

当期末残高当期減少額当期増加額

454,863,733
231,169,110

26,970,111

減価償却累計額

1,380,277,500

158,687,657

42,555,134

65,674,903

1,729,081,130

0 60,085,540
60,085,540

696,435,510

0
60,085,540 0 0
60,085,540

　　指定正味財産
　　国庫補助金

3,863,663
1,682,662,333

1,746,850

1,405,693,924

1,188,737,667

4,973,105,508

前期末残高

1,976,549,876 1,521,686,143
1,283,083,378

合　　　　　　　　　　計

7,631,579,516
82,925,528

2,658,474,008


